
第11回 招集ご通知 

定時株主総会

2021年５月28日（金曜日）
午前10時

開催
日時

開催
場所

株式会社エヌリンクス
証券コード：6578

東京都豊島区南大塚三丁目33番６号
ホテルベルクラシック東京　
８階「ラプソディ」

決議
事項

第１号議案
定款の一部変更の件
第２号議案
剰余金処分の件
第３号議案
取締役７名選任の件
第４号議案
監査役３名選任の件
第５号議案
会計監査人選任の件

目次 招集ご通知 1

株主総会参考書類 3

事業報告 12

連結計算書類 34

計算書類 37

監査報告書 40

※株主総会におけるお土産のご用意はござ
いません。何卒ご理解くださいますよう
お願い申し上げます。

005_0284301102105.indd   1 2021/04/22   18:47:27



― 1 ―

証券コード：6578
2021年５月13日

　

株 主 各 位
　

東 京 都 豊 島 区 南 池 袋 ２ 丁 目 32 番 ４ 号

株式会社エヌリンクス
代表取締役社長 栗 林 憲 介

第11回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
今回は新型コロナウイルス感染症のリスクが高まっているため、株主様の安全を最優先に考え
た総会といたしたく存じます。つきましては、株主の皆様におかれましては、本総会へのご来場
を可能な限りお控えいただきますよう、ご協力お願い申し上げます。
つきましては、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、2021年５月27日（木曜日）午後６時30分までに到着するよう、ご返
送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年５月28日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
2. 場 所 東京都豊島区南大塚三丁目33番６号 ホテルベルクラシック東京

８階「ラプソディ」
本年は、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、
座席が非常に限定的となりますため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合
がございます。あらかじめご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

3. 目的事項
報告事項 １．第11期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）事業報告及び連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第11期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款の一部変更の件
第２号議案 剰余金処分の件
第３号議案 取締役７名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類
の個別注記表」につきましては法令及び定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.n-links.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には
掲載しておりません。
◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（https://www.n-links.co.jp/）に掲載させていただきます。
◎新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されていますが、株主総会にご出席される株主様におか
れましては、株主総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用
などの感染予防策にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。
◎ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、入場をお控えいただくことがございます。
◎本総会においては、新型コロナウイルス感染防止措置を講じておりますので、ご理解並びにご
協力をお願い申し上げます。取り組みのひとつとして、開催時間を短縮する観点から、議事に
おける報告事項及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。
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株主総会参考書類
第１号議案　定款の一部変更の件
１．変更の理由
　当社及び子会社の今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条の（目的）に目的事項
の追加を行い、号文の新設に伴い号数の繰り下げを行うものであります。
２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
現行定款 変更案

第１条 （条文省略） 第１条 （現行どおり）
（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むこと並び
に次の事業を営む会社及び外国会社の株式又
は持分を所有することにより、当該会社の事
業活動を支配し、管理することを目的とする。

１．～２． （条文省略）
（新設）

３．～１７．　 （条文省略）
（新設）

１８．～２３．　 （条文省略）

（目的）
第２条 （現行どおり）

１．～２． （現行どおり）
３．太陽光発電・その他関連商材の販売
４．～１８．　 （現行どおり）
１９．各種商品の企画及び販売
２０．～２５．　 （現行どおり）

第３条～第４５条 （条文省略） 第３条～第４５条 （現行どおり）
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第２号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要経営課題の一つとして取り組んでおり、その
実現のため高収益な企業体質の適切な構築と継続的な株主資本利益率の向上に努めるととも
に、業績に応じた安定的な配当を維持することを基本方針としております。
また、内部留保につきましては、健全な財務体質を確保し経営基盤を強化するとともに、有
望な事業案件等に対しては、必要な資金を機動的に投資するために、適正な水準を維持するこ
とを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を総合的に勘案いたしま
して、下記のとおり、1株につき５円とさせていただきたいと存じます。

１． 株主に対する配当財産の種類
金銭

２． 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式1株につき金５円 総額36,034,410円

３． 剰余金の配当が効力を生じる日
2021年５月31日
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第３号議案　取締役７名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、経営体制の効
率化のために１名減員し、取締役７名の選任をお願いしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１
栗 林 憲 介
くり ばやし けん すけ

（1983年８月27日生）
「再 任」

2008 年 ４月 株式会社レーサム入社
2009 年 １月 クルーガーグループ株式会社入社
2010 年 ３月 当社代表取締役社長（現任）
2018 年 10月 ドワーフワークス株式会社取締役（現任）

1,587,000
株

２
栗 林 圭 介
くり ばやし けい すけ

（1983年８月27日生）
「再 任」

2008 年 ４月 株式会社サイバード入社
2010 年 ３月 当社取締役副社長兼管理本部長（現任）
2018 年 10月 ドワーフワークス株式会社取締役（現任）
2019 年 12月 株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ代表取締役社長
2020 年 12月 同社取締役（現任）

1,047,000
株

３
花 井 大 地
はな い だい ち

（1986年３月４日生）
「再 任」

2008 年 ４月 株式会社セレブリックス入社
2009 年 ３月 株式会社ビートレード入社
2011 年 ９月 当社入社
2012 年 ４月 当社専務取締役兼経営企画室長（現任）
2018 年 10月 ドワーフワークス株式会社取締役（現任）

156,000
株

４
鹿 内 一 勝
しか ない かず まさ

（1983年９月13日生）
「再 任」

2003 年 10月 株式会社グローカルリンクス入社
2004 年 10月 株式会社日本コールセンター取締役
2006 年 ６月 株式会社ベルサポート入社
2008 年 ６月 クルーガーグループ株式会社入社
2010 年 ７月 当社入社
2010 年 ８月 当社取締役兼マーケティング統括本部長

（現任）
2018 年 10月 ドワーフワークス株式会社代表取締役社長

（現任）
2020 年 ３月 株式会社サンジュウナナド代表取締役社長

（現任）

180,000
株
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候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

５
池 本 大 介
いけ もと だい すけ

（1994年３月７日生）
「再 任」

2016 年 ４月 当社入社
2017 年 ３月 当社新横浜支店 支店長
2018 年 12月 当社越谷支店 支店長
2019 年 ３月 当社執行役員
2019 年 ９月 当社営業統括本部副本部長
2020 年 ５月 当社取締役（現任）
2020 年 ７月 当社営業統括本部長（現任）
2020 年 12月 株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ代表取締役社長

（現任）

―株

６
星 野 裕 幸
ほし の ひろ ゆき

（1959年12月10日生）
「再 任」

1982 年 ４月 株式会社日広入社
1982 年 ９月 株式会社千趣会入社
2009 年 ３月 同社取締役
2016 年 １月 同社代表取締役社長
2018 年 11月 同社顧問
2019 年 ４月 株式会社Ｐｏｌａｒｉｓ代表取締役社長（現任）
2019 年 ５月 当社社外取締役（現任）

―株

７
柴 田 幸 夫
しば た ゆき お

（1968年７月24日生）
「再 任」

1992 年 10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ
ツ）入所

2002 年 ５月 ＵＢＳ証券株式会社入社
2005 年 ４月 株式会社ロケーションバリュー取締役
2007 年 ８月 オプトエナジー株式会社取締役
2010 年 ６月 ジン･パートナーズ株式会社代表取締役社長

（現任）
2018 年 ５月 当社社外取締役
2018 年 ５月 株式会社ＡＬｉＮＫインターネット社外監査役
2019 年 ２月 同社社外取締役（現任）
2020 年 ５月 当社社外取締役（現任）

3,000株
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、星野裕幸氏及び柴田幸夫氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、同法第425条第１項に基づく最低責任限度額としており、星野裕幸氏及び柴田幸夫氏の再任が承
認された場合には、両氏との当該契約を継続する予定であります。

３．星野裕幸氏及び柴田幸夫氏は、社外取締役候補者であります。
４．星野裕幸氏を社外取締役候補者とした理由は、東証１部上場企業に長年勤務し代表取締役社長まで務
められており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくと
ともに、当社の経営全般に関する助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンスのより一層の
強化に寄与していただくためであります。星野裕幸氏には、経営者としての豊富な経験と見識を活か
して、当社の経営を監視、監督することを期待しております。

５．柴田幸夫氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は、公認会計士として多様な実務経験を有するこ
とに加えて、長年にわたり事業・経営コンサルティング会社の代表取締役社長を務められており、経
営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、当社の経
営全般に関する助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンスのより一層の強化に寄与してい
ただくためであります。柴田幸夫氏には、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かして、当社
の経営を監視、監督することを期待しております。

６．星野裕幸氏及び柴田幸夫氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの在任期間は、本総
会終結の時をもって星野裕幸氏が２年間、柴田幸夫氏が２年間となります。

７．当社は、星野裕幸氏及び柴田幸夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、
両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

８．当社は、取締役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結し、被保険者が職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって負担することになる損害を当該保険契約により補填することとしており
ます。取締役候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることになります。また、更新時には、
同内容での更新を予定しております。
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第４号議案　監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名

の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１
濱 野 隆
は ま の た か し

（1954年１月13日生）
「再 任」

1977 年 ４月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）
入行

2002 年 ９月 株式会社UFJ銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）コ
ンプライアンス統括部法務室上席調査役

2006 年 12月 三菱UFJニコス株式会社コンプライアンス統括本
部法務室上席調査役

2007 年 ９月 イー・ガーディアン株式会社常勤監査役
2007 年 ９月 作新学院大学大学院経営学研究科客員教授
2008 年 ９月 株式会社高純度物質研究所非常勤監査役
2010 年 12月 株式会社パソロジー研究所社外取締役
2014 年 12月 当社常勤監査役（現任）
2018 年 ３月 株式会社高純度物質研究所非常勤監査役（現任）

―株

２
武 藤 浩 司
む と う こ う じ

（1979年５月10日生）
「再 任」

2002 年 ２月 株式会社三井住友銀行入行
2004 年 12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ

ツ）入所
2008 年 １月 山口不動産株式会社入社
2009 年 ６月 同社取締役
2012 年 ４月 監査法人シェルパートナーズ社員
2013 年 12月 当社非常勤監査役（現任）
2018 年 ４月 山口不動産株式会社代表取締役社長（現任）

―株
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候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

３
大 濱 正 裕
お お は ま ま さ ひ ろ

（1980年10月31日生）
「再 任」

2005 年 10月 弁護士登録（東京弁護士会）
2005 年 10月 ロア・ユナイテッド法律事務所入所
2009 年 １月 レイズ・コンサルティング法律事務所代表弁護士
2013 年 ３月 レイズ・コンサルティング合同会社代表社員（現

任）
2015 年 ９月 当社非常勤監査役（現任）
2016 年 ４月 弁護士法人レイズ・コンサルティング法律事務所

代表社員（現任）
2017 年 11月 ファーストアカウンティング株式会社監査役（現

任）
2020 年 ４月 レッドフォックス株式会社監査役（現任）

―株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　 ２．当社は、濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約の損害賠償責任の限度
額は、同法第425条第１項に基づく責任限度額としており、濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏の
再任が承認された場合には、各氏との当該契約を継続する予定であります。

３．濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏は、社外監査役候補者であります。
４．濱野隆氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は、企業のコンプライアンス担当、社外取締役及び

社外監査役としての専門的な知識と幅広い経験を有しており、それらを当社の監査に生かしていただ
けると考えたためであります。

５．武藤浩司氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士としての豊富な経験及び知識に基づき企業
経営に対する十分な見識を有しており、また、他社の代表取締役として企業経営に関与されており、
社外監査役としての職務を適切に遂行していただけると判断したためでございます。

　 ６．大濱正裕氏を社外監査役候補者として選任した理由は、弁護士として、企業法務や労務問題に対する
十分な見識を有しており、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけると判断したためでご
ざいます。

７．濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、それぞれの監査役
としての在任期間は、本総会終結の時をもって、濱野隆氏が６年５ヵ月間、武藤浩司氏が７年５ヵ月
間、大濱正裕氏が５年８ヵ月間となります。
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８．当社は、濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ており、各氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

９．当社は、監査役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結し、被保険者が職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって負担することになる損害を当該保険契約により補填することとしており
ます。監査役候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることになります。また、更新時には、
同内容での更新を予定しております。

2021年04月23日 13時09分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 11 ―

第５号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会の終結の時をもって任期満

了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。
また、監査役会がパートナーズＳＧ監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査

法人は会計監査人としての専門性、独立性及び品質管理体制を有しており、効率的かつ適正
な監査業務の遂行が期待できると判断したためでございます。
会計監査人候補者は次のとおりであります。

（2021年２月28日現在）
名 称 パートナーズＳＧ監査法人

事 務 所 主たる事務所 東京都中央区日本橋二丁目２番21号
　 日本橋二丁目ビル ４階

沿 革 2013年11月 パートナーズＳＧ監査法人設立

概 要
構成人員 代表社員（公認会計士）４名

社 員（公認会計士）３名
　 職 員 10名
　 合 計 17名

以 上
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（添 付 書 類）

事 業 報 告
（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2020年３月１日～2021年２月28日）におけるわが国経済は、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大に伴い、二度にわたり緊急事態宣言が発令されるなど、社会経済活
動が大きく制限され、景気の停滞が長引き、先行きは依然として不透明な状況が続いており
ます。
　当社グループにおきましても、主力事業である営業代行事業の中核である日本放送協会
（以下「ＮＨＫ」といいます。）からの放送受信料の契約・収納代行業務（以下「ＮＨＫ業
務」といいます。）において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大と緊急事態宣言の発令
を受けて、2020年３月27日から関東を中心とした一部の支店にて、同年４月８日から全国
すべての支店にて2020年５月31日まで取引先であるＮＨＫと協議のうえ、訪問活動等によ
る営業活動の自粛を行っておりました。同年６月１日以降につきましては、業務の一部を制
限して営業活動を行い、その後、段階的に制限を緩和し、現在は新型コロナウイルス感染拡
大以前の営業状態に戻っております。
　メディア事業の不動産メディア業務（「Ｒｏｏｃｈ」、「イエプラ」、「家ＡＧＥＮＴ」等の
運営）におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により家ＡＧＥＮＴにおいて、一
部店舗業務の制限を行っておりましたが、現在ではすべての業務を再開しております。
　メディア運営におきましては、ゲーム攻略サイト（「アルテマ」、「ゴリラｗｉｋｉ」）及び
マッチングアプリ情報サイト（「マッチングアプリＰｌｕｓ」、「マッチライフ」）ともに好調
に推移しており、また、前期より開発を進めておりましたマッチングアプリ「ペアフル」の
サービスを2020年10月26日から開始いたしました。
　当連結会計年度の売上高につきましては、ＮＨＫ業務において、新規４案件を開始してお
り、また、メディア事業が好調に推移したものの、新型コロナウイルスの感染拡大による営
業活動の自粛及び営業活動の一部制限が影響したことから4,047,363千円と前期と比べ
729,448千円（15.3％減）の減収となりました。
　一方、販売費及び一般管理費につきましては、人員の増加により給料及び手当を
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2,871,627千円（同9.9％増）、賞与及び賞与引当金繰入額を105,334千円（同67.2％減）、
法定福利費を438,244千円（同0.3％減）、スマートフォンゲームアプリ及びマッチングアプ
リの開発に係る研究開発費262,409千円（同66.3％増）を計上したこと等から、販売費及び
一般管理費の合計は5,273,032千円（同6.7％増）となりました。この結果、営業損失は
1,273,041千円（前期は営業損失167,350千円）となりました。
　営業外収益につきましては、ＮＨＫ業務において、営業活動の自粛及び業務の制限による
機会損失の一部が、過去の取引実績に基づき取引先であるＮＨＫより補償されたことから、
受取補償金として1,148,657千円計上し、また、新型コロナウイルス感染症の影響による一
部事業活動の縮小に伴い、該当事業の従業員に対し休業を要請したことから、当該休業手当
の一部が助成されたことによる雇用調整助成金629,753千円を計上したこと等により合計で
1,793,046千円（前期は8,229千円）となり、営業外費用につきましては合計で4,409千円
（前期比91.6％増）となりました。この結果、経常利益は515,595千円（前期は経常損失
161,422千円）となりました。
　また、特別損失を28,351千円計上し、税金等調整前当期純利益が487,243千円（前期は
税金等調整前当期純損失161,422千円）となり、法人税等合計378,504千円（前期は21,129
千円）を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は108,739千円（前期は親会社株
主に帰属する当期純損失182,552千円）となりました。
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　事業の部門別売上高
事 業 別 売 上 高

営業代行事業（ＮＨＫ業務等） 2,718,829 千円

メディア事業（イエプラ） 467,406
メディア事業（アルテマ） 854,260
ゲーム開発事業 －
（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（2）設備投資の状況
　当連結会計年度における当社の設備投資の額は42,919千円であり、主に本社の移転と新
規支店の開設に伴う内装工事、工具、器具及び備品の購入等であります。

（3）資金調達の状況
　該当事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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（8）対処すべき課題
① 事業基盤の拡大
　当社の主力業務は、放送受信料の契約・収納代行業務であり、その主要取引先は、ＮＨ
Ｋ１社であります。
　当社の売上高は、その60％以上をＮＨＫに依存している状況にあるため、独立した複
数の業務を展開し、より多様で頑強な事業組織へと成長していくことが今後の発展におい
て重要であると考えております。現在、メディア事業（イエプラ及びアルテマ）を今後の
事業の柱とすべく、営業代行事業で培ったノウハウを活用し、当該事業の拡大を行ってお
ります。また、その他事業の展開も積極的に検討してまいります。

② 内部管理体制の強化
　当社の内部管理体制は、企業規模に応じたものとなっております。今後は、特定の人員
に過度に依存しないよう、経営・執行体制を整備し、全般的経営リスクの軽減に努めると
ともに、内部管理体制も強化・充実させていく予定であります。

③ 優秀な人材の確保と育成
　当社の今後の更なる成長において、優秀な人材を適時に採用することは極めて重要であ
ると判断しております。優秀な人材を採用していくために、外部エージェントを有効活用
する等企業としての採用競争力を強化しており、また、従業員が高いモチベーションをも
って働ける環境や人事制度の整備及び運用を進めております。

④ 情報管理体制の強化
　個人情報等の機密情報について、社内規程の厳格な運用、定期的な社内教育及びコンプ
ライアンス研修の実施、セキュリティシステムの整備等により、今後も引き続き情報管理
体制の強化を図ってまいります。
　なお、当社は一般財団法人日本情報経済社会推進協会が運営するプライバシーマーク制
度の認証を取得しており、情報管理の徹底を図っております。
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⑤ 営業代行事業の平均勤続年数の向上
　営業代行事業の平均勤続年数は、当社のメディア事業及び管理部門社員と比べて短い傾
向にあります。
　当社では、努力が公平に反映され、モチベーションアップとなるよう社歴・経験・年齢
に関係なく、社内基準により昇給・昇格・業績給が得られる評価制度を採用しております
が、平均勤続年数の向上に向けて、各種研修の充実、職場環境のさらなる改善、福利厚生
の充実に努めてまいります。

⑥ 営業力の強化
　当社の主力事業は、営業代行事業であり、今後も安定した収益を確保していくために
は、社員一人ひとりの営業力の強化が必要であります。
　具体的には、教育研修制度を充実させ、当社独自の営業ツールやマニュアル等の整備を
行い、また、サポート部門を充実させ、営業に集中できる環境を構築し、一層の営業力の
強化を図ってまいります。

⑦ 事業領域の拡大
　強固な経営基盤の確立と持続的な成長を可能とする多極的な事業構造を構築するため、
経営資源の選択と集中並びに事業領域の拡大を推進してまいります。
　そのために、当社が今まで培った技術・ノウハウを活用し、成長の期待される市場に向
けた先見的なソリューションの企画、開発、事業化等、新しい事業の創出に取り組んでま
いります。
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⑧ 役職員へのコンプライアンス教育の徹底
当連結会計年度における営業代行事業において、新型コロナウイルス感染拡大による緊
急事態宣言が解除された後の一定期間（2020年6月から9月）、一部の代替業務に限定して
営業活動を行っておりましたが、当該期間において当社の元従業員による不祥事及び不正
行為が発生いたしました。
　当社グループでは、2017年３月に発生した営業代行事業部門所属の従業員（すでに当
社を退職ずみ）による勤務時間中の不祥事発生以降、営業代行事業部門所属の全従業員に
対し、各部支店長等が不正防止研修を入社後３か月間は毎月、その後は半年に１回実施し
ております。加えて、毎月執行役員等が各部・支店において各月のテーマを定めてコンプ
ライアンス研修を行い、不祥事や不正行為等の防止に努めてまいりました。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大に伴い営業代行事業にかかる業務活動の内
容が大きく変化するなか、結果として、従業員に対するコンプライアンスに関する意識の
醸成、教育の徹底が十分に図れておらず、上記の不祥事及び不正行為を起こすこととなり
ました。
　本件につきましては、全社的な社内調査を実施後、取締役会への報告を行い、社外役員
を含む取締役会での十分な審議を経て、取締役をはじめとする関係者への処分を決定し、
再発防止策を実施しております。これを受けて現在では、代表取締役を含む取締役が上記
コンプライアンス研修を実施し、一層のコンプライアンスに対する意識徹底に努めるとと
もに、業務フロー及び業務管理体制の見直し（従業員の業務相互監視、相互牽制が機能す
る体制の構築を含みます。）を行うなど、再発防止及び業務改善に鋭意取り組んでおりま
す。
　なお、当該不祥事及び不正行為による当社グループの業績への影響は軽微であります。

2021年04月23日 13時09分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 18 ―

（9）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第８期
（2018年２月期）

第９期
（2019年２月期）

第10期
（2020年２月期）

第11期
当連結会計年度
（2021年２月期）

売 上 高 ― 千円 ― 千円 4,776,812 千円 4,047,363 千円

経常利益又は経常損失（△） ― 千円 ― 千円 △161,422 千円 515,595 千円

親会社株主に帰属する
当期純利益又は当期純損失（△） ―

千円
― 千円 △182,552

千円
108,739

千円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） ―
円

― 円 △25.58
円

15.17
円

総 資 産 ― 千円 ― 千円 1,852,391 千円 2,541,943 千円

純 資 産 ― 千円 ― 千円 1,191,502 千円 1,270,332 千円

（注）１．当社では、第10期より連結計算書類を作成しております。
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第８期
（2018年２月期）

第９期
（2019年２月期）

第10期
（2020年２月期）

第11期
当事業年度

（2021年２月期）

売 上 高 3,958,344 千円 4,757,249 千円 4,772,604 千円 3,979,381 千円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△） 316,968

千円
374,545

千円
△21,525

千円
982,553

千円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△） 202,689

千円
208,679

千円
△192,726

千円
107,954

千円

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り 当 期
純 損 失 （△）

33.78
円

30.22
円

△27.01
円

15.06
円

総 資 産 1,283,097 千円 2,048,298 千円 1,837,587 千円 2,449,419 千円

純 資 産 591,991 千円 1,407,021 千円 1,192,287 千円 1,270,332 千円

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．2018年３月３日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合での株式分割、及び2019年３月１日付
で普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。第８期の期首に当該株式分
割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算定しております。
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（10）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ドワーフワークス株式会社 224百万円 100.0％
Ｗｅｂプロモーション事業
ＥＣサイト・ポータルサイトの運営
ゲームの企画、開発、運営

株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ 10百万円 100.0％
営業代行事業
他の事業者に係る販売業務のアウトソ
ーシング受託業務
営業コンサルタント業務

株式会社サンジュウナナド
（株式会社37℃） 10百万円 100.0％ マッチングアプリの企画・運営・開発

③ その他
　2020年３月１日付でブロックチェーンゲームス株式会社は、ドワーフワークス株式会
社に商号変更しました。
　2020年３月９日付で株式会社サンジュウナナド（株式会社37℃）を設立しております。

（注）ドワーフワークス株式会社は、2020年５月20日付で増資を行っており、資本金が増加しております。

（11）主要な事業内容
事 業 業 務 内 容

営業代行事業 放送受信料の契約・収納代行業務、その他の営業代行業務

メディア事業（イエプラ） お家探しのウェブサイト「イエプラ」、ポータルサイト「Ｒｏｏｃｈ」及び
賃貸不動産の仲介店舗「家ＡＧＥＮＴ」の運営

メディア事業（アルテマ） ゲーム攻略サイト「アルテマ」、マッチングアプリ情報サイト「マッチング
アプリＰＬＵＳ」及び「マッチライフ」の運営等
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（12）主要な営業所及び工場
① 当社

名 称 所 在 地

本 社 東京都豊島区

管 理 本 部 東京都豊島区

Ｍ ｅ ｄ ｉ ａ Ｌ ａ ｂ 東京都豊島区

家 Ａ Ｇ Ｅ Ｎ Ｔ 池 袋 本 店 東京都豊島区

家 Ａ Ｇ Ｅ Ｎ Ｔ 大 阪 店 大阪府大阪市北区

池 袋 支 店 東京都豊島区

調 布 支 店 東京都調布市

三 鷹 支 店 東京都武蔵野市

世 田 谷、 目 黒 支 店 東京都世田谷区

杉 並 支 店 東京都杉並区

江 戸 川 支 店 千葉県市川市

越 谷 支 店 埼玉県越谷市

横 浜 支 店 神奈川県横浜市西区

神 奈 川 東 第 一、 神 奈 川 東 第 二 支 店 神奈川県横浜市青葉区

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中村区

大 津 支 店 滋賀県大津市

京 都 支 店 京都府京都市中京区

大 阪 支 店 大阪府大阪市北区

松 山 支 店 愛媛県松山市

広 島 支 店 広島県広島市東区

福 岡 支 店 福岡県福岡市中央区

北 九 州 支 店 福岡県北九州市八幡西区

小 倉 支 店 福岡県北九州市小倉北区
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名 称 所 在 地

津 田 沼、 船 橋 支 店 千葉県船橋市

仙 台 支 店 宮城県仙台市青葉区

札 幌 支 店 北海道札幌市北区

宝 塚 支 店 兵庫県宝塚市

赤 羽 支 店 東京都北区

川 越 支 店 埼玉県川越市

藤 沢 支 店 神奈川県藤沢市

上 大 岡 支 店 神奈川県横浜市港南区

石 巻 支 店 宮城県石巻市

千 住 支 店 東京都足立区

三 郷 支 店 埼玉県越谷市

名 東 支 店 愛知県名古屋市名東区

神 戸 支 店 兵庫県神戸市中央区

② 子会社
名 称 所 在 地

ドワーフワークス株式会社 東京都豊島区

株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ 東京都豊島区

株式会社サンジュウナナド（株式会社37℃） 東京都豊島区
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（13）従業員の状況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

791名 32名増 28歳５ヵ月 ２年９ヵ月
（注） 上記従業員数には、臨時従業員（パートタイマー）181名は含まれておりません。

（14）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 100百万円

株式会社千葉銀行 100百万円

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2021年２月28日現在）
（1）発行可能株式総数 24,000,000株

（2）発行済株式の総数 7,206,882株

（3）株主数 1,090名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

栗 林 憲 介 1,587,000 株 22.0 ％

株 式 会 社 Ｋ Ｋ イ ン ベ ス ト メ ン ト 1,200,000 16.7

栗 林 圭 介 1,047,000 14.5

光 通 信 株 式 会 社 619,200 8.6

株 式 会 社 ケ イ ア ン ド ケ イ 600,000 8.3

近 藤 雅 介 311,800 4.3

中 村 剛 215,000 3.0

前 川 英 人 180,000 2.5

鹿 内 一 勝 180,000 2.5

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 159,200 2.2

（5）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
2017年１月18日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １個につき840円
③ 新株予約権の行使条件 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役または使用人の地
位にあることを要する。ただし、当社または当社子会
社の取締役を任期満了により退任した場合、定年退職
した場合等正当な理由があり、当社取締役会において
認められた場合はこの限りではない。

② 新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予
約権の行使は認めない。

④ 新株予約権の行使期間 2019年１月19日から2027年１月18日まで
⑤ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役（社外役員を除く） 12,400個 普通株式 74,400株 ３名
（注）2018年３月３日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合での株式分割、及び2019年３月１日付で普

通株式１株につき普通株式３株の割合での株式分割を行っております。これにより「新株予約権の行使価
額」、「目的となる株式の種類及び数」は調整されております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人に交付した新株予約権等の状
況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2021年２月28日現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

栗 林 憲 介 代表取締役社長 ドワーフワークス株式会社取締役

栗 林 圭 介 取締役副社長
管理本部長
ドワーフワークス株式会社取締役
株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ取締役

花 井 大 地 専 務 取 締 役 経営企画室長
ドワーフワークス株式会社取締役

前 川 英 人 取 締 役 営業統括副本部長

鹿 内 一 勝 取 締 役
マーケティング統括本部長
ドワーフワークス株式会社代表取締役社長
株式会社サンジュウナナド代表取締役社長

池 本 大 介 取 締 役 営業統括本部長
株式会社Ｃ－ｃｌａｍｐ代表取締役社長

星 野 裕 幸 取 締 役 株式会社Ｐｏｌａｒｉｓ代表取締役社長

柴 田 幸 夫 取 締 役 ジン・パートナーズ株式会社代表取締役社長
株式会社ＡＬｉＮＫインターネット社外取締役

濱 野 隆 常 勤 監 査 役 株式会社高純度物質研究所非常勤監査役

武 藤 浩 司 監 査 役 山口不動産株式会社代表取締役社長

大 濱 正 裕 監 査 役

弁護士
レイズ・コンサルティング合同会社代表社員
弁護士法人レイズ・コンサルティング法律事務所代表社員
ファーストアカウンティング株式会社監査役
レッドフォックス株式会社監査役

（注）１．取締役星野裕幸氏及び柴田幸夫氏は社外取締役であります。また、２名は株式会社東京証券取引所が
定める独立役員として届け出ております。

２．取締役池本大介氏及び取締役柴田幸夫氏は、2020年５月28日開催の第10回定時株主総会で新たに選
任された取締役であります。

３．監査役濱野隆氏、武藤浩司氏及び大濱正裕氏の３名は社外監査役であります。また、３名は株式会社
東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。

４．監査役武藤浩司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役全員及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に
定める額を責任の限度としております。

（3）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の総額
取締役 ８名 114,675千円（うち社外 ２名 6,300千円）
監査役 ３名 12,000千円（うち社外 ３名 12,000千円）

（注）１．当事業年度末現在の人員は、取締役８名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３
名）であります。

２．2014年５月29日開催の定時株主総会において、取締役の報酬総額を年500,000千円以内、監査役の
報酬総額を年100,000千円以内と決議いただいております。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針
ａ．基本方針
当社の取締役の報酬は、当社の企業理念を実践し、当社グループの持続的な成長と企
業価値の向上が図れる優秀な人材を取締役として登用できる報酬体系とする。なお、
現状においては、事業ポートフォリオを構築しながら、安定した経営を行い、持続的
な成長を図れる環境を構築する基盤を整備する段階であるという観点を重視して固定
報酬のみとしているが、昨今のコーポレート・ガバナンスに関する議論より、業績向
上に対するインセンティブという観点から業績連動報酬等の導入を今後の検討事項と
する。

ｂ．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期ま
たは条件の決定に関する方針を含む。)
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、株主総会で決議された限度額の範
囲内において、個々の取締役の役位、職責、貢献度、在任年数、当社グループの業績、
従業員の給与水準や社会情勢などの内外環境を総合的に判断して各事業年度ごとに決
定するものとする。

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法に関する事項
個人別の報酬額等の決定方法については、報酬額に関する基本方針（前記ａ参照）及
び基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期
または条件の決定に関する方針を含む。前記ｂ参照)に基づき、当社取締役会において、
社外取締役の意見・助言を踏まえた審議を十分に行ったうえで、具体的な報酬額を決
定するものとする。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
　該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 星 野 裕 幸
当事業年度開催の取締役会には、14回中14回出席し、経営者としての豊富
な知識・見地から、取締役会の意思決定の妥当性を確保するための助言・提
言を適宜行っております。

社外取締役 柴 田 幸 夫 社外取締役就任後に開催された取締役会には、10回中10回出席し、経営者
としての豊富な知識・見地から、適宜発言を行っております。

社外監査役 濱 野 隆
当事業年度開催の取締役会には、14回中14回、また、監査役会には、15回
中 15回に出席し、主に出身分野である金融機関を通じて培った知識・見地
から、適宜発言を行っております。

社外監査役 武 藤 浩 司
当事業年度開催の取締役会には、14回中13回、また、監査役会には、15回
中 14回出席し、主に公認会計士として培ってきた豊富な経験・見地から、
適宜発言を行っております。

社外監査役 大 濱 正 裕
当事業年度開催の取締役会には、14回中14回、また、監査役会には、15回
中 15回出席し、主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じ、当社の
経営上有用な指摘、意見を述べております。

（注）社外取締役柴田幸夫氏は、2020年５月28日開催の第10回定時株主総会において新たに取締役に選任され
就任したため、当事業年度中に開催された取締役会のうち、2020年５月28日以降に開催されたもののみ
を対象としております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額
　 27,000千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　 27,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年
度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会が有限責任監査法人トーマツの報酬等について同意した理由は、監査契約の内容、
会計監査の職務執行状況、報酬見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらにつ
いて適正であると判断したためであります。

３．会計監査人の報酬等の額について、上記以外に前事業年度に係る追加報酬の額が1,900千円あ
ります。

（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（4）責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、監査役会の決議により会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とする
ことといたします。会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役会は監査役の全員の同意により会計監査人を解任いたします。
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６．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　 当社は取締役会において、内部統制システム構築に関し次のとおり決議してお

ります。
① 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
ａ．取締役は、誠実かつ公正に職務を遂行し、透明性の高い経営体制の構築を図る。
ｂ．取締役は、毎月１回以上開催する定時取締役会及び必要に応じて開催する臨時取締役
会により、経営事項の審議及び決議を迅速に行うとともに、各取締役の職務の執行を監
督する。

ｃ．基本行動理念を定め、取締役及び使用人の企業倫理に対する意識を高め、法令及び企
業の社会的責任に対する自覚を促す。
ｄ．取締役及び使用人に対し、「コンプライアンス・リスクマネジメント規程」に準拠し
た行動が身につくよう継続的に指導する。
ｅ．「内部通報制度規程」を適切に運用し、コンプライアンスに関する相談や不正行為等
の内部通報の仕組みを構築する。

ｆ．金融商品取引法等に準拠し、財務報告に係る内部統制の体制構築を推進する。
ｇ．反社会的勢力・団体には毅然として対応し、一切の関係を持たない。
ｈ．使用人に対し、必要な研修を定期的に実施する。また、関連する法規の制定・改正、
当社及び他社で重大な不祥事、事故が発生した場合等においては、速やかに必要な研修
を実施する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制
ａ．情報資産を保護し正確かつ安全に取扱うために定めた「情報セキュリティ管理規程」
及び「文書管理規程」を遵守し、情報管理体制の維持、向上に努める。
ｂ．「文書管理規程」に基づき、株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録、計
算書類、稟議書、契約書、その他重要書類を、関連資料とともに所定の年数保管し管理
する。
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③ 当社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
ａ．リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、管理本部がリスク管理の主管部門
として、「コンプライアンス・リスクマネジメント規程」に基づき、全てのリスクを総
括的に管理する。

ｂ．大地震などの突発的なリスクが発生し、全社的な対応が重要である場合は、代表取締
役社長を本部長とする対策本部を設置し、すみやかに措置を講ずる。

④ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
ａ．監査役から、監査役の職務を補助すべき使用人の設置を求められた場合には、監査役
と協議の上、管理部門に在籍する使用人の中からスタッフを任命し、当該補助に当たら
せる。
ｂ．当該使用人が監査役の職務を補助するに当たって監査役から命令を受けた事項につい
ては、当該使用人は取締役の指揮・命令を受けない。

⑤ 当社の監査役への報告に関する体制
ａ．重要会議への出席
　監査役は、監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い、取締役会のほか、各種
社内委員会その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、
関係資料を閲覧することができる。
ｂ．取締役の報告義務
＜１＞ 取締役その他役職者は、定期的に、自己の職務執行の状況を監査役に報告す

る。
＜２＞ 取締役は監査役に対して、法令が定める事項の他、次に掲げる事項をその都度

直ちに報告する。
・財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある決定等の内容
・業績及び業績見通しの内容
・内部監査の内容及び結果
・内部通報制度に基づく情報提供の状況
・行政処分の内容
・上記に掲げるもののほか、監査役が求める事項
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ｃ．使用人による報告
　使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。また、当
社子会社の取締役、監査役及び使用人等またはこれらの者から報告を受けた者も、当社
の監査役に直接報告をすることができる。
・当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実
・重大な法令または定款違反の事実
ｄ．監査役へ報告した者への不利益な取扱いの禁止
　監査役へ報告をした者に対して、監査役へ当該報告をしたことを理由として不利益な
取扱いを行うことを禁止する。

⑥ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．代表取締役社長、会計監査人等と監査役の連携
　 代表取締役社長、会計監査人、内部監査部門等は、監査役会または監査役の求めに応
じ、それぞれ定期的及び随時に監査役と意見交換を実施することにより連携を図るもの
とする。
ｂ．外部専門家の起用
　監査役会または監査役が監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計
士、コンサルタントその他の外部専門家に助言を求める機会を保障する。
ｃ．監査役の必要経費
　監査役の職務遂行に必要な費用は全て当社が負担する。
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（2）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下のとおりであります。

・当社は法令遵守のため「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」を設置し、取締
役及び従業員の職務執行における法令遵守の体制を整備しております。
・取締役は、公正かつ適切な経営の実現のため、倫理規範・行動基準を設定し自ら率先垂範
の上、法令遵守を企業活動の前提とすることを徹底しております。
・コンプライアンス・リスクマネジメント規程を定め、これを役職員に周知するとともに、
定期研修の開催により取締役及び使用人のコンプライアンス意識の向上に努めておりま
す。
・当社は「内部監査室」を設置して、従業員の職務執行を監査し、定期的に取締役会に報告
しております。
・当事業年度において取締役会は14回開催され、取締役（社外取締役２名）及び監査役
（社外監査役３名）の出席のもとで、十分な審議時間を確保し活発な議論を行った上で、
報告及び議案の決議が行われております。なお、社外役員の出席状況等については、「４
会社役員に関する事項（４）社外役員に関する事項②当事業年度における主な活動状況」
をご参照下さい。
・当社は内部通報システムを導入し、これを役職員に周知し、業務遂行上のリスクの早期発
見及び適切な対応に努めております。

（3) 株式会社の支配に関する基本方針
　記載すべき事項はありません。
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（4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、配当金につきましては、事業年度ごとの利益の状況、将来の事業展開などを勘案
しつつ、安定した配当を維持するとともに株主の皆様への利益還元に積極的に努めてまいり
ました。この方針のもと、当事業年度の年間配当金は、５円とさせていただきます。なお、
今後とも株主の皆様の支援に報いるため増配を常に念頭におき事業の発展に努めてまいりま
す。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化及び将来にわたる安定した株主利益
の確保のため、事業の拡大・合理化、投資及び厳しい経営環境に勝ち残るための新規事業投
資のために有効活用していきたいと考えております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年２月28日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,116,714 流 動 負 債 1,271,611

現 金 及 び 預 金 1,579,876 短 期 借 入 金 200,000

営 業 未 収 入 金 413,539 未 払 金 18,353

前 払 費 用 59,714 未 払 費 用 494,042

立 替 金 9,555 未 払 法 人 税 等 393,572

そ の 他 54,029 未 払 消 費 税 等 82,878

固 定 資 産 425,228 預 り 金 69,225

有 形 固 定 資 産 47,819 そ の 他 13,538

建 物 附 属 設 備 17,240 負 債 合 計 1,271,611

工 具、 器 具 及 び 備 品 30,579 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 70,265 株 主 資 本 1,270,332

の れ ん 68,567 資 本 金 319,364

ソ フ ト ウ ェ ア 1,698 資 本 剰 余 金 309,364

投資その他の資産 307,142 利 益 剰 余 金 641,602

投 資 有 価 証 券 110,730

出 資 金 30

長 期 前 払 費 用 1,770

繰 延 税 金 資 産 62,687

敷 金 及 び 保 証 金 131,923 純 資 産 合 計 1,270,332

資 産 合 計 2,541,943 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,541,943
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連 結 損 益 計 算 書
( 20202021

年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,047,363
売 上 原 価 47,372
売 上 総 利 益 3,999,991

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,273,032
営 業 損 失 1,273,041

営 業 外 収 益
受 取 利 息 8
受 取 補 償 金 1,148,657
雇 用 調 整 助 成 金 629,753
受 取 手 数 料 263
助 成 金 収 入 5,490
受 取 報 奨 金 445
雑 収 入 8,426 1,793,046

営 業 外 費 用
支 払 利 息 572
支 払 手 数 料 2,282
株 式 交 付 費 1,289
雑 損 失 264 4,409
経 常 利 益 515,595

特 別 損 失
減 損 損 失 19,082
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,269 28,351
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 487,243
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 370,902
法 人 税 等 調 整 額 7,601 378,504
当 期 純 利 益 108,739
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 108,739

2021年04月23日 13時09分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 36 ―

連結株主資本等変動計算書
( 20202021

年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当 期 首 残 高 316,408 306,408 568,686 1,191,502 1,191,502

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,956 2,956 5,913 5,913

剰 余 金 の 配 当 △35,823 △35,823 △35,823
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 108,739 108,739 108,739

当 期 変 動 額 合 計 2,956 2,956 72,916 78,829 78,829

当 期 末 残 高 319,364 309,364 641,602 1,270,332 1,270,332
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貸 借 対 照 表
（2021年２月28日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,880,159 流 動 負 債 1,173,565
現 金 及 び 預 金 1,360,165 短 期 借 入 金 200,000
営 業 未 収 入 金 397,803 未 払 金 18,353
前 払 費 用 58,398 未 払 費 用 393,287
立 替 金 9,671 未 払 法 人 税 等 391,316
そ の 他 54,120 未 払 消 費 税 等 102,704

固 定 資 産 569,260 預 り 金 67,903
有 形 固 定 資 産 47,819 固 定 負 債 5,522
建 物 附 属 設 備 17,240 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 5,522
工 具、 器 具 及 び 備 品 30,579 負 債 合 計 1,179,087
無 形 固 定 資 産 70,265 （純 資 産 の 部）
の れ ん 68,567 株 主 資 本 1,270,332
ソ フ ト ウ ェ ア 1,698 資 本 金 319,364
投資その他の資産 451,174 資 本 剰 余 金 309,364
投 資 有 価 証 券 110,730 資 本 準 備 金 309,364
出 資 金 30 利 益 剰 余 金 641,602
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 400,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 641,602
長 期 前 払 費 用 240 繰 越 利 益 剰 余 金 641,602
繰 延 税 金 資 産 62,687
敷 金 及 び 保 証 金 124,018
貸 倒 引 当 金 △246,532 純 資 産 合 計 1,270,332
資 産 合 計 2,449,419 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,449,419
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損 益 計 算 書
( 20202021

年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,979,381
売 上 総 利 益 3,979,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,784,575
営 業 損 失 805,193

営 業 外 収 益
受 取 利 息 489
受 取 補 償 金 1,145,670
雇 用 調 整 助 成 金 629,753
受 取 手 数 料 263
助 成 金 収 入 5,490
受 取 報 奨 金 445
雑 収 入 8,426 1,790,539

営 業 外 費 用
支 払 利 息 572
支 払 手 数 料 1,584
株 式 交 付 費 370
雑 損 失 264 2,792
経 常 利 益 982,553

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 220,330
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 246,532
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,929
減 損 損 失 16,458
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,269 496,519
税 引 前 当 期 純 利 益 486,034
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 370,478
法 人 税 等 調 整 額 7,601 378,079
当 期 純 利 益 107,954
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株主資本等変動計算書
( 20202021

年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 316,408 306,408 306,408 569,471 569,471 1,192,287 1,192,287

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,956 2,956 2,956 5,913 5,913

剰余金の配当 △35,823 △35,823 △35,823 △35,823

当 期 純 利 益 107,954 107,954 107,954 107,954

当期変動額合計 2,956 2,956 2,956 72,131 72,131 78,044 78,044

当 期 末 残 高 319,364 309,364 309,364 641,602 641,602 1,270,332 1,270,332
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年４月16日

株式会社エヌリンクス
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 田 雅 也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 裕 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社エヌリンクスの2020年3月1日から2021
年2月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社エヌリンクス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年４月16日

株式会社エヌリンクス
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 田 雅 也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 裕 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社エヌリンクスの2020年3月1日から
2021年2月28日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2020年3月1日から2021年2月28日までの第11期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
ただ、事業報告（「対処すべき課題」）に記載のとおり、当社の元従業員による不祥事及び業務上の不正
行為が発生しており、監査役会は、当該事案に対する社内調査、取締役をはじめとする関係者に対する
処分の内容、及び当該事案を踏まえた取締役による改善・再発防止措置の実行と継続の状況を確認して
おりますが、引き続きコンプライアンス体制の強化と再発防止策の実施状況について監視してまいりま
す。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2021年４月20日
株式会社エヌリンクス 監査役会

常勤社外監査役 濱 野 隆 ㊞

社外監査役 武 藤 浩 司 ㊞

社外監査役 大 濱 正 裕 ㊞

以 上
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〈メ モ 欄〉
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第11回 招集ご通知 

定時株主総会

2021年５月28日（金曜日）
午前10時

開催
日時

開催
場所

株式会社エヌリンクス
証券コード：6578

東京都豊島区南大塚三丁目33番６号
ホテルベルクラシック東京　
８階「ラプソディ」

決議
事項

第１号議案
定款の一部変更の件
第２号議案
剰余金処分の件
第３号議案
取締役７名選任の件
第４号議案
監査役３名選任の件
第５号議案
会計監査人選任の件

目次 招集ご通知 1

株主総会参考書類 3

事業報告 12

連結計算書類 34

計算書類 37

監査報告書 40

※株主総会におけるお土産のご用意はござ
いません。何卒ご理解くださいますよう
お願い申し上げます。

株主総会会場ご案内図
■ 会場

■ 会場までの交通
① JR山手線　大塚駅 南口より 徒歩約２分
② 都電荒川線　大塚駅前駅より 徒歩約２分
③ 東京メトロ丸ノ内線　新大塚駅より 徒歩約７分
※ 駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮下さい。

東京都豊島区南大塚三丁目33番６号
ホテルベルクラシック東京　８階「ラプソディ」

ロイヤルホスト

北口

南口

交番 大塚駅前駅

巣鴨小

都立大塚病院
西巣鴨中

ホテル
ベルクラシック

東京

至後楽園

至池袋

三菱ＵＦＪ銀行
大塚支店

東京メトロ
丸ノ内線 新大塚駅

文天不動産

向原駅

みずほ銀行
大塚支店

至池袋

至巣鴨

ＪＲ山手線

ＪＲ　大　塚
　駅

都電荒川線

※ 株主総会におけるお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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